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研究成果の概要：近年の母子世帯を対象とした社会政策の転換、すなわち、所得保障制度（主

として児童扶養手当）の縮小と就労支援の拡充が母子世帯の生活に与える影響や政策効果を検

討した。生活時間分析の結果、日本の母子世帯の母は顕著に仕事時間が長く、育児時間が短い

仕事中心の生活となっており、育児時間を確保するための政策的支援の必要性が示唆された。

また、就労支援策によって母子世帯の就労収入が増加し、児童扶養手当の給付を減少させる効

果はみられなかった。さらに、長期時系列データから児童扶養手当受給者の増減要因を検討し

た結果、増加要因としては離婚件数の増加が主因であり、減少要因としては収入増加はわずか

で、子の支給対象年齢到達、所得限度額の引き下げによる対象者の限定の影響が大きいことが

わかった。 
 
 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006年度 1,700,000 0 1,700,000 

2007年度 1,100,000 0 1,100,000 

2008年度 500,000 150,000 650,000 

年度  

  年度  

総 計 3,300,000 150,000 3,450,000 

 
 
研究分野：社会政策 
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１．研究開始当初の背景 
母子世帯は再び百万世帯を超えている。
1956 年の「全国母子世帯調査結果報告書」に
よれば、母子世帯数は 115 万世帯であった。
2003 年の同調査では 123 万世帯となり、およ
そ 50 年ぶりに百万世帯を超えた。この間、
母子世帯の構成は大きく変わった。1956 年調

査では母子世帯になった原因の 85％は死別
で、そのうち「戦傷病死」や「戦災死」が 38％
を占めていた。離婚はわずか 8%であった。
2003 年調査では離婚が 80%、死別は 12%足ら
ずと、離別による世帯が圧倒的多数となって
いる。死別、離婚のいずれであっても、男性
稼得者を世帯から失うことによる貧困化は
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共通して直面するリスクであるが、それへの
所得保障制度による支援は異なる様相をみ
せてきた。死別母子世帯への所得保障である
遺族年金が削減されることはこれまでなか
ったのとは対照的に、離婚や未婚の母子世帯
への所得保障である児童扶養手当は 80 年代
以降現在に至るまで、政策的に抑制されてき
た。 
 くわえて近年、母子世帯を対象とした所得
保障制度を縮小し、就労支援の拡充を重視し
た方向への転換が明確に打ち出されている。
この政策転換が母子世帯の福祉の向上にと
って望ましいものなのか否かを判断するに
は、日本の母子世帯の生活実態、および、こ
れまでの制度改変の効果を検証することが
不可欠である。以上の問題意識から本研究を
実施するに至った。 
 
 
 
２．研究の目的 
 近年の母子世帯を対象とした社会政策の
転換、すなわち、所得保障制度（主として児
童扶養手当）の縮小と就労支援策の拡充が母
子世帯の生活や労働に与える影響を検討し、
そうした政策転換の妥当性を検討すること
を目的としている。 
 
 
 
３．研究の方法 
 
（１） 母子世帯を対象とした社会政策をめ
ぐるこれまでの先行研究をレビュー
する。 
 

（２） 戦後から現在に至るまでの母子世帯
を対象とする所得保障制度の形成と
転換の過程について、既存研究、各
種行政資料、統計資料等、および、
母子世帯の当事者団体や地方自治体
の行政担当者への聞き取り調査から
考察する。 

 
 

（３） 近年重視されるようになった就労支
援について、既存研究、各種行政資
料、統計資料等、および、地方自治
体の行政担当者や母子世帯の当事者
団体への聞き取り調査から考察する。 
 

（４） 母子世帯の仕事と育児の状況につい
て、生活時間調査を用いて明らかに
する。あわせて、生活時間の国際比
較も行う。具体的に用いるデータは、
総務省統計局「社会生活基本調査」
の集計データ（各年版）、ヨーロッパ

諸 国 に 関 し て は 、 Harmonised 
European Time Use Surveys（HETUS）
の 10 カ国分の集計データ、アメリカ
については，アメリカ労働統計局
（U.S.Bureau of Labor Statistics）
による American Time Use Survey
（ATUS）のうち 2003 年調査の個票デ
ータである。 

 
（５） 児童扶養手当と遺族年金の給付水準、
給付実績の長期変化について、厚生
労働省関連諸通知、児童扶養手当や
公的年金に関する文献や、各種政府
統計（厚生労働省『福祉行政報告例』
（各年版）、社会保険庁『事業年報』
（各年版））を用いて分析する。 

 
 
 
４．研究成果 
 
（１） 
母子世帯の所得保障制度として中心的役
割をもつ児童扶養手当の制度変遷を検証し
た結果、手当額引き上げ、所得制限の緩和、
対象児童の年齢引き上げという 3つの政策手
段の組み合わせにより、1979 年までに給付
改善が進んだ。この時期の児童扶養手当の給
付改善は、生別母子世帯への所得保障の重要
性がとくに認識されていたというよりは、む
しろ、死別母子世帯や寡婦に対する所得保障
の充実に連動して、さらに、年金への社会の
関心の高まりを背景とした福祉年金の政策
的引き上げに相乗りした結果であったこと
が明らかになった。 

1985 年以後は、手当額の段階支給や所得
限度額の厳格化等の政策手段の組み合わせ
によって制度抑制が進められた。他方で遺族
年金は、基礎年金の導入に伴い給付水準が引
き上げられ、また、厚生年金側でも遺族年金
の拡充が行われた。以上のように、1985 年
に児童扶養手当、遺族年金それぞれに大きな
制度変更があったが、両者のベクトルは正反
対のものであった。前者は抑制のためのもの
であり、かつ、その後の抑制基調を決定付け
たのに対し、後者は拡充のためのものであり、
以後もその手厚さが維持されることとなっ
た。 

 
 
（２）2003 年から実施されている就業支援
策の実績を検討した結果、就業支援策の利用
者や就職率は年々微増傾向にあるものの、母
子世帯総数からすると、制度利用者、就職率
等の規模は小さく、母子世帯全体の労働環境
や勤労収入を底上げする支援とはなってい
なかった。ただし、就業へのきめ細かい支援



が試みられている自治体もみられた。 
 
（３） 
①日本の母子世帯の母の仕事と育児の時間
配分を欧米諸国の場合と比較すると、日本の
母子世帯の母は顕著に仕事時間が長い一方、
育児時間が極めて短い仕事中心の生活とな
っていることがわかった。 
 
②日米の母子世帯の生活時間に関して、子ど
もの年齢、母の就業状況を調整しても、上記
①の傾向がみられた。すなわち、日本の母子
世帯の母は、平日の仕事時間が家事時間と育
児時間の合計をはるかに上回り、また、平日
より土日の育児時間が長くなっていた。この
ような仕事と育児のバランスは、日米の夫 
婦世帯の妻とアメリカの母子世帯の母にも
みられない特徴である。この時間配分の特徴
は、日米の夫婦世帯の夫の時間配分に近いと
言える。さらに、母子世帯の母は日米ともに
夫婦世帯の妻と比べて，平日，土日とも育児
時間が短く、仕事時間が長いが、夫婦世帯の
妻との差は日本がより大きく、母子世帯の母
と夫婦世帯の妻の生活時間の配分が大きく
異なっていた。 
 
③また、1986年と 2001年の 2時点で、母子
世帯の母と夫婦世帯の妻の生活時間の変化
についても分析した。その結果、夫婦世帯の
妻と比べた母子世帯の母の仕事時間の長さ
と育児時間の短さは、1986年と 2001年で共
通の特徴であり、くわえて、2001 年にかけ
て両者の差は拡大傾向にあることがわかっ
た。母子世帯の母の長時間労働、短い育児時
間からなる生活パターンは、近年よりその傾
向が強まっているといえる。 
 
④生活時間分析の結果から得られた政策イ
ンプリケーションは、まず第 1に、母子世帯
の母の仕事時間を短縮し育児時間を確保す
ること、言い換えれば、母子世帯の母のワー
クライフバランスを確保するための政策的
支援の必要性が示唆されたという点である。
第２に、母子世帯の母のワークライフバラン
スを考慮する際に重要なことは，仕事時間を
短縮したことによる減収を補填する所得保
障を伴わせることである。就労率が高く、労
働時間が長く、貧困率が高いという日本の母
子世帯の特徴をふまえると、所得保障の存在
は欠かせないであろう。 
 
 
（４） 
①長期時系列データから児童扶養手当受給
者の増減要因を検討した結果、増加要因とし
ては、児童扶養手当を新規に受給をはじめる
者の増加、つまり、離別による母子世帯の増

加によるものが主因となっている。支給停止
者は制度改定後に増加することから、支給制
限を強化した際に一時的に増加しているだ
けで、母子世帯の収入が上昇しているのでは
ない。収入低下により再度支給開始になる者
も少なく、児童扶養手当を受給し始めると支
給対象の所得の範囲内で所得が変動してい
ると考えられる。 
一方、減少要因をみるために児童扶養手当
からの「退出率」を求めて分析した。退出率
とは、当年度の支給停止者、資格喪失者（理
由別）数のそれぞれを、前年度末児童扶養手
当受給者数で除したものである。この結果、
子の支給対象年齢到達による資格喪失によ
る要因が大きく、所得の上昇によるものはわ
ずかであった。 
ただし、1985年の 2段階支給の導入、1998
年の所得限度額の引き下げ、2002 年の段階
支給の導入と全部支給の対象者の限定化に
よって退出率が増大した。給付減額のみなら
ず、上記のような所得限度額の引き下げによ
る給付抑制の影響は無視できない程度のも
のであったことが明らかになった。 
 
②また、2003 年以降児童扶養手当削減の代
替手段として取り組みが強調されている就
労支援策であるが、児童扶養手当受給者に占
める、利用者数、制度利用による就職者数の
割合はともに極めて低かった。就労支援策が
母子世帯の就労収入を増加させ、児童扶養手
当の給付を減少させた効果はみられなかっ
た。 
 
③他の所得保障制度と児童扶養手当との給
付水準を比較した結果、現在の児童扶養手当
の給付水準は低下していることがわかった。
児童扶養手当の給付水準を遺族基礎年金と
比較すると、1985 年までの児童扶養手当は遺
族基礎年金の 70%水準を維持していたが、
1986 年以降は 33～50％水準へと低下してい
る。さらに、児童扶養手当の水準を生活保護
基準を指標としてモデルケースから検討し
たところ、現在の水準は生活保護基準の 6％
から 27％であった。生別母子世帯の母が手当
を受給しながら短時間労働者の平均時給で
働いた場合、ほぼフルタイムで働かなければ
生活保護基準に達しないことがわかった。 
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